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1.  22年12月期の業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 12,178 △14.8 △44 ― △39 ― △86 ―
21年12月期 14,290 △0.3 308 7.0 260 16.2 101 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年12月期 △6.86 ― △1.5 △0.3 △0.4
21年12月期 7.48 ― 1.7 2.0 2.2
（参考） 持分法投資損益 22年12月期  ―百万円 21年12月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 10,714 5,459 51.0 455.15
21年12月期 12,191 5,879 48.2 432.13
（参考） 自己資本   22年12月期  5,459百万円 21年12月期  5,879百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年12月期 660 85 △850 2,097
21年12月期 778 △72 △1,163 2,201

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向 純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年12月期 ― 0.00 ― 4.00 4.00 54 53.5 0.9
22年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年12月期 

（予想） ― 0.00 ― 5.00 5.00 37.5

3.  23年12月期の業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間 6,432 1.3 70 ― 64 ― △81 ― △6.75

通期 13,523 11.0 332 ― 325 ― 160 ― 13.34
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4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(注)詳細は15ページ「重要な会計方針」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

（注）1株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、27ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期 13,906,823株 21年12月期 13,906,823株
② 期末自己株式数 22年12月期  1,911,805株 21年12月期  300,295株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実
際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

- 2 -



当事業年度におけるわが国経済は、中国等アジア向け輸出の寄与や政府の景気対策等から緩やかな
回復基調にありましたが、年後半の急激な円高の進行や経済政策効果の剥落もあって、景気を下押し
する懸念材料が高まり、先行き不透明な状況で推移いたしました。 
こうした厳しい経営環境下、当社は業容の拡大と業績の確保を目指し努力してまいりましたが、売

上高は12,178百万円（前事業年度比14.8％減）となりました。 
利益面では、上記減収要因から営業損失44百万円（前事業年度は営業利益308百万円）、経常損失

39百万円（前事業年度は経常利益260百万円）となりました。また、投資有価証券評価損34百万円等
特別損失を合計40百万円計上した結果、当期純損失86百万円（前事業年度は当期純利益101百万円）
となりました。 
主な部門別の概況は、以下のとおりであります。 

漢字プリンタ・システム部門の売上高は8,043百万円（前事業年度比21.2％減）となりました。こ
れは主に、当部門のうちSX機が950百万円（前事業年度比63.9％減）となったこと等によります。 

広告制作プリンタ部門の売上高は1,845百万円（前事業年度比2.2％減）となりました。これは、
POPプリンタの売上高は1,597百万円（前事業年度比0.9％増）となりましたが、サインボード制作プ
リンタが売上高248百万円（前事業年度比18.6％減）となったためであります。 

ネットワーク機器及びその他部門の売上高は293百万円（前事業年度比57.7％増）となりました。 

技術サービス等収入部門の売上高は1,995百万円（前事業年度比0.7％減）となりました。これは、
当部門のうち機器賃貸収入が124百万円（前事業年度比8.3％減）となり、技術サービス収入が1,870
百万円（前事業年度比0.1％減）となったためであります。 
  

今後の経済環境につきましては、世界経済の回復基調を背景に景気の持ち直し傾向は期待されるも
のの国内経済の自律的回復力は弱く、依然として先行きは不透明な経済情勢が続くと思われ、当社の
企業経営にとりましても厳しい状況が続くものと予測されます。 
このような状況のもと、当社は、なお一層独自性のある製品を提供しお客様の期待に応えてまいり

ます。 
具体的には、漢字プリンタ・システム部門につきましては、引き続き主力のSX機を販売するととも

にインクジェットプリンタにつきましてもフルカラープリンタと新しくモノクロプリンタも投入して
大手印刷会社、計算センター等の新しい需要を開拓し拡販に努めてまいります。 
さらに、漢字プリンタ・システム部門以外では、引き続き広告制作プリンタ部門において、主力の

POPプリンタのシステム面を全面的に改善し機能を高めて販売強化していく方針です。 
以上の結果、平成23年12月期の業績予想は売上高13,523百万円、経常利益325百万円、当期純利益

160百万円を見込んでおります。 

1. 経営成績
(1) 経営成績に関する分析

①当事業年度の経営成績

〔漢字プリンタ・システム部門〕

〔広告制作プリンタ部門〕

〔ネットワーク機器及びその他部門〕

〔技術サービス等収入部門〕

②次期の見通し
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当事業年度末における総資産は、前事業年度末に比べ1,476百万円減少し10,714百万円となりまし
た。これは主に流動資産のうち、売掛金が前事業年度比1,506百万円減少し2,183百万円となったほ
か、現金及び預金が同223百万円減少し2,128百万円となったこと等によります。 
負債は、有利子負債の期末残高が前事業年度末に比べ506百万円減少し2,103百万円となりました。

また、支払手形および買掛金が同357百万円減少し1,835百万円となったこと等により、負債合計は前
事業年度比1,056百万円減少し5,255百万円となりました。 
純資産は、自己株式の取得289百万円や当期純損失86百万円等により、前事業年度末に比べ420百万

円減少し5,459百万円となりました。 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度に比べ103百万
円減少し、2,097百万円（前事業年度比4.7％減）となりました。 
当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕 
営業活動によって得られた資金は660百万円（前事業年度比15.1％減）となりました。これは仕入

債務の減少額357百万円、役員退職慰労引当金の減少額169百万円等により資金を使用しましたが、売
上債権の減少額1,221百万円、減価償却費222百万円等により資金が得られたことによるものです。 
〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕 

投資活動によって得られた資金は85百万円（前事業年度は72百万円の使用）となりました。これ
は、主に定期預金の払戻による収入120百万円等によるものです。 
〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕 

財務活動によって使用した資金は850百万円（前事業年度比27.0％減）となりました。これは、主
に長期借入金の純減額522百万円、自己株式の取得による支出289百万円等により資金を使用したこと
によるものです。 
なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下の通りです。 

  
(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
 （注）自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株主時価総額／総資産 

   キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

   1. 株主時価総額は、期末株価×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 

   2. 有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としており

ます。 

   3. 利払いは、キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。 

  

当社は株主への利益還元を充実させていくことを経営上の最重要課題と位置づけております。 
利益配分につきましては、安定した配当を継続して実施するとともに、当面は、財政体質のより一

層の強化のため、内部留保の充実に努めてまいります。 
しかしながら、当事業年度においては当初計画しておりました利益が確保できず、不本意ながら当

期純損失を計上することとなり、誠に遺憾ながら配当の実施を見送らせていただきます。 
次期につきましては、期末配当金を一株当たり５円00銭と予想しております。 

(2) 財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

②キャッシュ・フローの状況

平成18年12月期 平成19年12月期 平成20年12月期 平成21年12月期 平成22年12月期

自己資本比率(％) 32.9 41.7 39.8 48.2 51.0

時価ベースの自己資本比率
(％)

27.2 22.4 15.3 18.5 13.4

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(倍)

17.0 12.5 3.0 3.4 3.2

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

2.5 2.8 10.4 8.8 11.9

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（昭和情報機器株式会社）と関連会社1社及びその他
の関係会社（株式会社マースエンジニアリング）１社により構成されております。  
 当社は漢字プリンタ・システム、広告制作プリンタ等プリンタを主力とする各種の情報機器及びシステム
の開発、製造、輸入、販売及び情報処理関連機器等の商品の輸入または国内仕入販売ならびにこれらに付帯
する機器賃貸、技術サービス業務を行っております。 
 特に漢字プリンタの主要製品につきましては、国内外のメーカー等から当社の仕様書に基づく製品（一部
共同開発製品を含む）の供給を受け、これに自社のハードウェアやソフトウェアを付加して独自のシステム
を構築し、当社ブランドによりユーザーへ供給する生産販売活動を主たる業務としております。  
  当社と関連会社の当該事業に係る位置づけを事業系統図に示すと次のとおりであります。  
  

 

2. 企業集団の状況
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当社は、漢字プリンタのパイオニアとして昭和48年の創業以来一貫して日本語処理システムを事業の
中心に据え業務用大型プリンタのハード、ソフトの開発、製造、販売に従事してまいりました。さら
に、漢字プリンタ以外の部門につきましては、POPプリンタやサインボードプリンタ等の広告制作関
連、あるいはバーコードラベルプリンタ等周辺分野にも進出しております。  
 技術進歩の激しいコンピュータ業界にあり、常に顧客ニーズに沿った最先端の製品を提供するため研
究開発型企業を指向することを経営理念とし、且つ収益の安定性と製品納入後の徹底したメインテナン
ス体制によりユーザーの信頼性を確保することを経営の基本方針としております。  

当社は本業の利益を示す「売上高営業利益率」の向上を目指すとともに「売上高経常利益率」につい
て、より高い水準を目指してまいります。 

社会のコンピュータ化、インターネット化が進展する中で、当社はこれまで手掛けてきたコンピュー
タのアウトプット分野に特化し、今まで以上にお客様の期待に応えられるよう特に技術水準の向上を図
ってまいります。また、国内経済環境が引き続き厳しい状況で推移する前提で、なお一層経営の効率化
を推進していく所存です。特に、人員面では一段の圧縮化に努め、少数精鋭を目指してまいります。 
  社内体制につきましては、経営陣、管理職等一層の若返り化を推進するとともに、営業本部、技術本
部、管理本部からなる各部門の連携を密にしパフォーマンスを一層高め、責任と権限を明確にして今後
次の課題に取組みます。 
  ①営業面では、いわゆる「選択と集中」により重点分野にエネルギーを集中し、漢字プリンタや広告
制作プリンタ等の主力分野において一層の営業力強化を図ります。 
  ②技術面では、システム開発力をさらに高めるとともに、保守部門の技術力の一層の向上を目指しま
す。 
  ③総務・管理面でも社内が円滑且つ有機的に運営されるよう統括機能を一層高めてまいります。 

今後、当社が対処すべき課題といたしましては、特に営業面において、ユーザーのニーズに沿った製
品に特化して営業拡大を目指すとともに一層の販売効率向上を目指します。 
  主力製品の漢字プリンタにつきましては、最近市場のニーズが拡大するとともに高度化しており、今
後以下の点に重点対応していく方針です。 
  ①インクジェット方式プリンタにおきましては、フルカラー対応型の「TPJ520」に加え、より高速性
のあるフルカラー対応型新機種や廉価版モノクロ型新機種を投入し、その機種の特性を生かして大手印
刷会社、計算センター等への販売拡大を目指します。 
  ②電子写真方式プリンタにおきましては、出荷台数が従来最も多い「SXシリーズ」につきまして、よ
り高精細であり、且つオープン系データ処理が可能な新シリーズを投入し、拡販に引き続き努めていく
所存です。また、OCE社の高速高機能フルカラープリンタ「CS10000」等を出版印刷市場への需要を開拓
して販売拡大を目指します。 
 漢字プリンタ以外の製品につきましては、社会の規制緩和、ネットワーク化等の動きに積極的に対応
していく方針です。特に広告制作プリンタ関係では、スーパーマーケット等で使用されているPOPプリ
ンタにつきまして企業内ネットワークに対応したシステムの導入に注力し、売上拡大を目指します。 
  
  

3. 経営方針
(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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4.財務諸表等

(1)貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年12月31日)

当事業年度
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,352,372 2,128,888

受取手形 ※2 1,315,717 ※2 1,590,082

売掛金 3,690,703 2,183,853

有価証券 19,973 19,988

製品 1,879,110 1,977,579

仕掛品 11,111 8,045

貯蔵品 615,148 627,016

前払費用 25,731 23,680

繰延税金資産 26,780 24,834

その他 28,866 64,359

貸倒引当金 △9,512 △7,547

流動資産合計 9,956,004 8,640,781

固定資産

有形固定資産

建物 ※1 341,847 ※1 357,336

減価償却累計額 △253,260 △268,505

建物（純額） 88,587 88,831

車両運搬具 9,413 9,413

減価償却累計額 △8,068 △8,509

車両運搬具（純額） 1,344 904

工具、器具及び備品 1,851,502 1,785,971

減価償却累計額 △1,536,791 △1,584,703

工具、器具及び備品（純額） 314,711 201,268

賃貸用機器 270,729 287,819

減価償却累計額 △152,533 △212,979

賃貸用機器（純額） 118,196 74,840

土地 ※1 516,551 ※1 516,551

有形固定資産合計 1,039,391 882,396

無形固定資産

商標権 2,533 1,733

ソフトウエア 76,734 40,276

ソフトウエア仮勘定 － 71,643

電話加入権 9,056 9,056

無形固定資産合計 88,324 122,709

投資その他の資産

投資有価証券 ※1 245,661 ※1 220,930

関係会社株式 15,000 15,000

出資金 1,200 1,200

長期前払費用 3,729 2,644

繰延税金資産 346,223 359,930

敷金 252,736 251,964

保険積立金 192,664 196,404

その他 75,150 45,471

貸倒引当金 △24,913 △24,913

投資その他の資産合計 1,107,452 1,068,633

固定資産合計 2,235,168 2,073,739

資産合計 12,191,173 10,714,520
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年12月31日)

当事業年度
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 ※2 1,274,312 ※2 1,184,012

買掛金 918,586 651,846

短期借入金 1,154,000 ※1 1,170,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1, ※4 807,575 ※1, ※4 591,500

未払金 44,920 56,494

未払費用 82,922 75,483

未払法人税等 33,615 29,445

未払消費税等 52,024 19,059

前受金 58,677 47,748

預り金 71,562 70,547

賞与引当金 39,357 38,306

その他 2,130 1,594

流動負債合計 4,539,683 3,936,039

固定負債

長期借入金 ※1, ※4 648,500 ※1, ※4 342,000

退職給付引当金 846,970 882,297

役員退職慰労引当金 259,361 89,697

その他 16,862 4,969

固定負債合計 1,771,693 1,318,964

負債合計 6,311,377 5,255,004

純資産の部

株主資本

資本金 2,744,673 2,744,673

資本剰余金

資本準備金 2,814,671 2,314,671

その他資本剰余金 551 500,551

資本剰余金合計 2,815,222 2,815,222

利益剰余金

利益準備金 123,837 123,837

その他利益剰余金

別途積立金 350,000 －

繰越利益剰余金 △539 208,523

利益剰余金合計 473,298 332,360

自己株式 △117,971 △407,638

株主資本合計 5,915,223 5,484,619

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △33,107 △23,522

繰延ヘッジ損益 △2,319 △1,581

評価・換算差額等合計 △35,427 △25,103

純資産合計 5,879,795 5,459,515

負債純資産合計 12,191,173 10,714,520
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(2)損益計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

売上高

製品売上高 12,281,213 10,183,067

機器賃貸等収入 2,009,369 1,995,744

売上高合計 14,290,583 12,178,811

売上原価

製品売上原価 ※1 8,721,159 ※1 7,273,355

機器賃貸等収入原価 675,765 592,848

売上原価合計 9,396,924 7,866,203

売上総利益 4,893,658 4,312,608

販売費及び一般管理費

販売手数料 16,022 21,645

販売促進費 296,392 250,928

広告宣伝費 68,493 37,956

従業員給料及び手当 1,643,196 1,626,505

従業員賞与 390,718 379,110

法定福利費 282,828 293,023

賞与引当金繰入額 35,794 34,802

退職給付費用 222,560 220,655

役員退職慰労引当金繰入額 16,402 17,225

賃借料 468,854 474,434

減価償却費 188,177 114,466

研究開発費 20,002 25,772

その他 935,367 860,293

販売費及び一般管理費合計 4,584,810 4,356,821

営業利益又は営業損失（△） 308,848 △44,213

営業外収益

受取利息 1,582 749

受取配当金 9,800 7,548

受取保険金 － 14,000

受取手数料 300 7,844

保険解約返戻金 － 14,101

金利スワップ評価益 17,185 11,183

その他 13,219 7,501

営業外収益合計 42,087 62,929

営業外費用

支払利息 84,050 51,497

その他 6,574 6,646

営業外費用合計 90,625 58,143

経常利益又は経常損失（△） 260,310 △39,427
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 3,390 －

貸倒引当金戻入額 13,448 －

特別利益合計 16,839 －

特別損失

固定資産除却損 ※3 12,299 ※3 5,051

たな卸資産評価損 ※1 107,428 －

投資有価証券評価損 66,333 34,326

その他 － 825

特別損失合計 186,061 40,202

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 91,088 △79,629

法人税、住民税及び事業税 19,184 19,148

法人税等調整額 △29,917 △12,267

法人税等合計 △10,733 6,881

当期純利益又は当期純損失（△） 101,821 △86,511
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(3)株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,744,673 2,744,673

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,744,673 2,744,673

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,814,671 2,814,671

当期変動額

資本準備金の取崩 － △500,000

当期変動額合計 － △500,000

当期末残高 2,814,671 2,314,671

その他資本剰余金

前期末残高 551 551

当期変動額

準備金から剰余金への振替 － 500,000

当期変動額合計 － 500,000

当期末残高 551 500,551

資本剰余金合計

前期末残高 2,815,222 2,815,222

当期変動額

資本準備金の取崩 － △500,000

準備金から剰余金への振替 － 500,000

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,815,222 2,815,222

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 123,837 123,837

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 123,837 123,837

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 350,000 350,000

当期変動額

別途積立金の取崩 － △350,000

当期変動額合計 － △350,000

当期末残高 350,000 －
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 △102,360 △539

当期変動額

剰余金の配当 － △54,426

当期純利益又は当期純損失（△） 101,821 △86,511

別途積立金の取崩 － 350,000

当期変動額合計 101,821 209,062

当期末残高 △539 208,523

利益剰余金合計

前期末残高 371,476 473,298

当期変動額

剰余金の配当 － △54,426

当期純利益又は当期純損失（△） 101,821 △86,511

当期変動額合計 101,821 △140,937

当期末残高 473,298 332,360

自己株式

前期末残高 △117,185 △117,971

当期変動額

自己株式の取得 △785 △289,666

当期変動額合計 △785 △289,666

当期末残高 △117,971 △407,638

株主資本合計

前期末残高 5,814,187 5,915,223

当期変動額

資本準備金の取崩 － △500,000

準備金から剰余金への振替 － 500,000

剰余金の配当 － △54,426

当期純利益又は当期純損失（△） 101,821 △86,511

自己株式の取得 △785 △289,666

当期変動額合計 101,035 △430,603

当期末残高 5,915,223 5,484,619
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △48,433 △33,107

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 15,325 9,585

当期変動額合計 15,325 9,585

当期末残高 △33,107 △23,522

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △4,540 △2,319

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,221 738

当期変動額合計 2,221 738

当期末残高 △2,319 △1,581

評価・換算差額等合計

前期末残高 △52,974 △35,427

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 17,546 10,323

当期変動額合計 17,546 10,323

当期末残高 △35,427 △25,103

純資産合計

前期末残高 5,761,213 5,879,795

当期変動額

資本準備金の取崩 － △500,000

準備金から剰余金への振替 － 500,000

剰余金の配当 － △54,426

当期純利益又は当期純損失（△） 101,821 △86,511

自己株式の取得 △785 △289,666

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 17,546 10,323

当期変動額合計 118,582 △420,280

当期末残高 5,879,795 5,459,515
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(4)キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 91,088 △79,629

減価償却費 366,802 222,708

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,501 △1,050

退職給付引当金の増減額（△は減少） 138,893 35,326

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 16,402 △169,663

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13,448 △1,964

受取利息及び受取配当金 △11,383 △8,298

投資有価証券売却損益（△は益） △3,390 －

支払利息 84,050 51,497

金利スワップ評価損益（△は益） △17,185 △11,183

固定資産除売却損益（△は益） 12,299 5,051

投資有価証券評価損益（△は益） 66,333 34,326

機器組込ソフトウエアの増減額（△は増加） △3,065 △63,972

売上債権の増減額（△は増加） 372,876 1,221,556

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,071,180 △87,348

仕入債務の増減額（△は減少） △1,260,962 △357,039

その他 △38,602 △61,912

小計 873,389 728,402

利息及び配当金の受取額 11,409 8,322

利息の支払額 △88,271 △55,342

法人税等の支払額 △18,443 △20,696

営業活動によるキャッシュ・フロー 778,083 660,686

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △20,000 －

定期預金の払戻による収入 － 120,000

有形固定資産の取得による支出 △51,563 △45,535

投資有価証券の取得による支出 △1,628 －

投資有価証券の売却による収入 26,360 －

その他 △25,211 11,407

投資活動によるキャッシュ・フロー △72,043 85,871

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △202,000 16,000

長期借入れによる収入 － 300,000

長期借入金の返済による支出 △959,740 △822,575

自己株式の取得による支出 △785 △289,666

配当金の支払額 △1,455 △53,800

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,163,980 △850,041

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △457,941 △103,483

現金及び現金同等物の期首残高 2,659,313 2,201,372

現金及び現金同等物の期末残高 2,201,372 2,097,888
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該当事項はありません。 

  

  

(5)継続企業の前提に関する注記

(6)重要な会計方針

項目
前事業年度

(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1)満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

(2)関連会社株式

移動平均法による原価法

(3)その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(1)満期保有目的の債券

同左

(2)関連会社株式

同左

(3)その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

 

時価のないもの

同左

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

時価法

同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており

ます。

(1)製品、仕掛品

個別法。一部の製品については月

次総平均法。

(2)貯蔵品

月次総平均法

（会計方針の変更）

「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成18年

７月５日 企業会計基準第９号）を当

事業年度から適用し、評価基準につ

いては、原価法から原価法（収益性

の低下による簿価切下げの方法）に

変更しております。 

この結果、従来の方法に比べ、売

上総利益、営業利益及び経常利益が

それぞれ137,553千円減少し、税引前

当期純利益は244,982千円減少してお

ります。

評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており

ます。

(1)製品、仕掛品

同左

 

(2)貯蔵品

月次総平均法
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項目
前事業年度

(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

４ 固定資産の減価償却の方
    法

(1)有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

工具、器具及び備品 ４～８年

(2)無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年以内）に基づく定額

法によっております。また、機器

組込ソフトウェアについては、機

器の販売見込期間（４年以内）に

おける見込販売台数に基づく償却

額と販売可能な残存有効期間に基

づく均等配分額を比較し、いずれ

か大きい額を計上しております。

(1)有形固定資産

同左

 

 

 

(2)無形固定資産

同左

５ 外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

同左

６ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

債権の貸し倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を

検討して回収不能見込額を計上して

おります。

(2)賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当事業

年度負担額を計上しております。

(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。なお、過去勤務債務

については、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間内の一定の年数

（５年）による按分額を償却してお

ります。また、数理計算上の差異に

ついては、それぞれ発生年度の翌事

業年度から平均残存勤務期間内の一

定の年数（５年）による按分額を償

却することとしております。

 

 

 

 

 

 

 

(4)役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支払い

に備えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

(1)貸倒引当金

同左

(2)賞与引当金

同左

(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。なお、過去勤務債務

については、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間内の一定の年数

（５年）による按分額を償却してお

ります。また、数理計算上の差異に

ついては、それぞれ発生年度の翌事

業年度から平均残存勤務期間内の一

定の年数（５年）による按分額を償

却することとしております。

(会計方針の変更)

当事業年度より、「退職給付に係

る会計基準」の一部改正（その３）

（企業会計基準第19号 平成20年７月

31日）を適用しております。

なお、この変更に伴う損益への影

響はありません。

(4)役員退職慰労引当金

同左
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項目
前事業年度

(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

７ ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ手段……借入金の金利

(3)ヘッジ方針

金利スワップは、金利の変動によ

るリスク回避を目的としており、投

機的な取引は行わない方針でありま

す。

(4)ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判

断しております。

(1)ヘッジ会計の方法

同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

(3)ヘッジ方針

同左

 

 

 

(4)ヘッジの有効性評価の方法

同左

８ キャッシュ・フロー計算
  書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

       同左

９ その他財務諸表作成のた 

  めの基本となる重要な事 

  項

消費税等の会計処理方法

税抜方式を採用しております。

消費税等の会計処理方法

同左

- 17 -

昭和情報機器株式会社（6922）　平成22年12月期決算短信（非連結）



  

 
  

  

(7)重要な会計方針の変更

(会計方針の変更)

前事業年度
              (自 平成21年１月１日 
               至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

(リース取引に関する会計基準等) 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当事業年度より、「リース取引

に関する会計基準」（企業会計基準第13号 平成5年6

月17日 企業審議会第一部会、平成19年3月30日改正）

及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第16号 平成19年3月30日改正）を

適用し、通常の売買取引にかかる会計処理によってお

ります。 

 なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた

会計処理によっております。 

 この変更による影響額はありません。 

  

 

         ―――――

(表示方法の変更)

前事業年度
              (自 平成21年１月１日 
               至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

(損益計算書) 

 前事業年度まで営業外費用に区分掲記していた「シ

ンジケートローン手数料」は、営業外費用の合計額の

100分の10以下となったため、営業外費用の「その他」

に含めて表示しております。なお、当事業年度におけ

る「シンジケートローン手数料」の金額は2,000千円で

あります。

(損益計算書)

 前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表

示していた「保険解約返戻金」は、営業外収益の合計

額の100分の10を超えることとなったため区分掲記する

ことに変更しました。

 なお、前事業年度における「保険解約返戻金」は

3,040千円であります。
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(8)財務諸表に関する注記事項
(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成21年12月31日)

当事業年度 
(平成22年12月31日)

※１ 資産のうち担保に供しているのは、次のとおりで

あります。

  (1) 担保提供資産

建物 12,816千円

土地 503,207千円

投資有価証券 129,189千円

合計 645,214千円

※１ 資産のうち担保に供しているのは、次のとおりで

あります。

  (1) 担保提供資産

建物 11,599千円

土地 503,207千円

投資有価証券 131,224千円

合計 646,031千円

 

  (2) 上記に対応する債務

１年内返済予定の
長期借入金

420,075千円

長期借入金 342,250千円

合計 762,325千円

  (2) 上記に対応する債務

短期借入金 150,000千円

１年内返済予定の
長期借入金

255,500千円

長期借入金 86,750千円

合計 492,250千円

※２ 期末満期手形の処理

   当事業年度末日は金融機関の休日に当たります

が、平成21年12月31日満期手形は同日に決済され

たものとして処理しております。

   内訳は次のとおりです。

受取手形 43,673千円

支払手形 482,189千円

※２ 期末満期手形の処理

   当事業年度末日は金融機関の休日に当たります

が、平成22年12月31日満期手形は同日に決済され

たものとして処理しております。

   内訳は次のとおりです。

受取手形 32,931千円

支払手形 247,476千円

 ３  偶発債務 

      債務保証 

        リース代金支払の保証 

          取引先１社                 68,068千円

 ３  偶発債務 

      債務保証 

        リース代金支払の保証 

          取引先２社                174,133千円

 ※４  財務制限条項   

       借入金のうち1,187,500千円には財務制限条項が

付されており、下記の条項に抵触した場合には、

多数貸付人の請求に基づくエージェントの当社に

対する通知により契約上の全ての債務について期

限の利益を失い、借入金の元本及び利息を支払う

ことになっております。 

 (1) 各事業年度の決算期における貸借対照表の

純資産の金額を、平成17年12月期または平成18年

12月期のそれぞれの貸借対照表の純資産の金額の

80％以上に維持すること。 

  (2) 各事業年度の決算期における経常損益を２

期連続して損失とならないようにすること。

 ※４  財務制限条項   

       借入金のうち562,500千円には財務制限条項が付

されており、下記の条項に抵触した場合には、多

数貸付人の請求に基づくエージェントの当社に対

する通知により契約上の全ての債務について期限

の利益を失い、借入金の元本及び利息を支払うこ

とになっております。 

 (1) 各事業年度の決算期における貸借対照表の

純資産の金額を、平成17年12月期または平成18年

12月期のそれぞれの貸借対照表の純資産の金額の

80％以上に維持すること。 

  (2) 各事業年度の決算期における経常損益を２

期連続して損失とならないようにすること。

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の
低下による簿価切下額
売上原価             137,553千円
特別損失             107,428千円

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の
低下による簿価切下額
売上原価              91,580千円

   ２ 研究開発費の総額
一般管理費に含まれる研究開発費  20,002千円

   ２ 研究開発費の総額
一般管理費に含まれる研究開発費  25,772千円

 

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま
す。

  工具、器具及び備品 5,119千円

 賃貸用機器 7,179千円

合計 12,299千円

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま
す。

 建物 175千円

工具、器具及び備品 4,793千円

賃貸用機器 82千円

合計 5,051千円

- 19 -

昭和情報機器株式会社（6922）　平成22年12月期決算短信（非連結）



  

   

  

  

  

   

(変動事由の概要)  

普通株式の増加4,620株は単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

  (1)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

 
  

  

  

   

(変動事由の概要)  

普通株式の増加510株は単元未満株式の買取りによるものであります。 

普通株式の増加1,611,000株は取締役会決議による取得であります。 

  

  (1)配当金支払額 

 
  

  

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 13,906,823 ― ― 13,906,823

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 295,675 4,620 ― 300,295

３ 配当に関する事項

決議
株式の
種類

配当の  
原資

配当金の
総額  

（百万円）

1 株当たり
配当額 
（円）

基準日 効力発生日

平成22 年3 月30 日 
  定時株主総会

普通
株式

利益剰余金 54 4 平成21年12月31日 平成22年3月31日

当事業年度(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 13,906,823 ― ― 13,906,823

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 300,295 1,611,510 ― 1,911,805

３ 配当に関する事項

決議
株式の
種類

配当金の 
総額 

（百万円）

1 株当たり
配当額 
（円）

基準日 効力発生日

平成22 年3 月30 日 
  定時株主総会

普通
株式

54 4 平成21年12月31日 平成22年3月31日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額とその関係

（平成21年12月31日現在）

現金及び預金勘定 2,352,372千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △151,000千円

現金及び現金同等物 2,201,372千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額とその関係

（平成22年12月31日現在）

現金及び預金勘定 2,128,888千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △31,000千円

現金及び現金同等物 2,097,888千円

(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

１ リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所 

有権移転外ファイナンス・リース取引

１ リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所 

有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 

額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 

額及び期末残高相当額

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

工具、器具 
及び備品

21,938 9,318 12,620

その他 6,000 2,800 3,200

合計 27,938 12,118 15,820

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

工具、器具
及び備品

15,852 6,605 9,247

その他 6,000 4,000 2,000

合計 21,852 10,605 11,247

 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 4,573千円

１年超 11,247千円

合計 15,820千円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 4,370千円

１年超 6,876千円

合計 11,247千円

(注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当

額は、有形固定資産及び未経過リース料の期末残高

等に占めるその割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

（注）        同左

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 5,587千円

減価償却費相当額 5,587千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 4,573千円

減価償却費相当額 4,573千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左
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(注)  時価が取得原価の30％以上下落した場合、著しい下落と判断し減損処理の要否を検討しております。なお、 

当事業年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損66,333千円を計上しております。 

  

 
  

 
  

(有価証券関係)

前事業年度（平成21年12月31日現在）

１ その他有価証券で時価のあるもの

種類
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
(千円)

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

(1)株式 34,638 43,478 8,839

(2)債券

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(3)その他 ― ― ―

小計 34,638 43,478 8,839

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

(1)株式 223,744 181,797 △41,947

(2)債券

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(3)その他 ― ― ―

小計 223,744 181,797 △41,947

合計 258,383 225,275 △33,107

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券(自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日)

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

26,360 3,390 ―

３ 時価のない主な有価証券の内容

貸借対照表計上額(千円)

(1) 満期保有目的の債券

   割引金融債 29,959

(2) その他有価証券

   非上場株式 10,400

(3) 関連会社株式 15,000

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

１年以内 
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

１ 債券

 (1) 国債・地方債等 ― ― ― ―

 (2) 社債 ― ― ― ―

 (3) その他 19,973 9,985 ― ―

２ その他

  投資信託 ― ― ― ―
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(注)  時価が取得原価の30％以上下落した場合、著しい下落と判断し減損処理の要否を検討しております。なお、 

当事業年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損34,326千円を計上しております。 

  

  

 
  

当事業年度（平成22年12月31日現在）

１ その他有価証券

種類
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

(1)株式 62,562 53,995 8,566

(2)債券

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(3)その他 ― ― ―

小計 62,562 53,995 8,566

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

(1)株式 137,973 170,062 △32,088

(2)債券

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(3)その他 ― ― ―

小計 137,973 170,062 △32,088

合計 200,535 224,057 △23,522

(持分法損益等)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当社の当期純利益の額及び剰余金の額からみて重要性

が乏しいため記載を省略しております。

 

 

同左

- 23 -

昭和情報機器株式会社（6922）　平成22年12月期決算短信（非連結）



  

  
(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成21年12月31日)

当事業年度 
(平成22年12月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)            （千円）

退職給付引当金 344,632

未払事業税等 8,828

賞与引当金 16,014

会員権評価損等 5,292

貸倒引当金 10,137

関係会社株式評価損 3,987

たな卸資産評価損等 96,419

役員退職慰労引当金 105,534

投資有価証券評価損 27,469

その他有価証券評価差額金 13,471

その他 162,438

繰延税金資産小計 794,224

評価性引当額 △421,220

繰延税金資産合計 373,003

繰延税金資産の純額 373,003

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)            （千円）

退職給付引当金 359,006

未払事業税等 7,164

賞与引当金 15,587

会員権評価損等 5,628

貸倒引当金 8,448

関係会社株式評価損 3,987

たな卸資産評価損等 90,941

役員退職慰労引当金 36,497

投資有価証券評価損 35,673

その他有価証券評価差額金 9,571

その他 238,515

繰延税金資産小計 811,021

評価性引当額 △426,256

繰延税金資産合計 384,764

繰延税金資産の純額 384,764

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との差異

の原因となった主な項目別の内訳

                                        (％）

法定実効税率（調整） 40.69

交際費等永久に損金に 

算入されない項目
14.11

受取配当金等永久に益金に 

算入されない項目 △1.70

住民税等均等割 21.06

評価性引当額の増減 49.03

繰越欠損金控除 △134.98

税効果会計適用後の 

法人税等の負担率
△11.78

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との差異

の原因となった主な項目別の内訳

                                     

税引前当期純損失が計上されているため記載を省略

しております。
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当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と適格年金制度を併用しております。 

なお、退職金制度の一部(定年退職者に係る退職金のうち70％相当分)を平成３年４月１日より適格年

金制度へ移行しております。 

この他に平成19年６月１日より確定拠出年金制度を設けております。 

  

 
  

 
(注) 確定拠出年金の拠出額であります。 

  

(退職給付関係)

前事業年度(自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

２ 退職給付債務に関する事項(平成21年12月31日)

イ 退職給付債務 △1,883,466千円

ロ 年金資産 764,899千円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,118,566千円

ニ 未認識数理計算上の差異 236,614千円

ホ 未認識過去勤務債務 34,982千円

ヘ 退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) △846,970千円

３ 退職給付費用に関する事項

イ 勤務費用 102,498千円

ロ 利息費用 35,646千円

ハ 期待運用収益 △13,254千円

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 68,580千円

ホ 過去勤務債務の費用処理額 22,094千円

ヘ その他 (注) 37,629千円

ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 253,193千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(平成21年12月31日)

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.00％

ハ 期待運用収益率 2.00％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 5年

ホ 過去勤務債務の処理年数 5年
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当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と適格年金制度を併用しております。 

なお、退職金制度の一部(定年退職者に係る退職金のうち70％相当分)を平成３年４月１日より適格年

金制度へ移行しております。 

この他に平成19年６月１日より確定拠出年金制度を設けております。 
  

 
  

 
(注) 確定拠出年金の拠出額であります。 

  

当事業年度(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

２ 退職給付債務に関する事項(平成22年12月31日)

イ 退職給付債務 △1,883,980千円

ロ 年金資産 768,822千円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,115,157千円

ニ 未認識数理計算上の差異 219,972千円

ホ 未認識過去勤務債務 12,888千円

ヘ 退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) 882,297千円

３ 退職給付費用に関する事項

イ 勤務費用 102,525千円

ロ 利息費用 37,669千円

ハ 期待運用収益 △15,298千円

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 64,341千円

ホ 過去勤務債務の費用処理額 22,094千円

ヘ その他 (注) 37,102千円

ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 248,435千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(平成22年12月31日)

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.00％

ハ 期待運用収益率 2.00％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 5年

ホ 過去勤務債務の処理年数 5年
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(注)算定上の基礎 

   

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益金額または当期純損失金額 

 
  

該当事項はありません。 

  

関連当事者情報、金融商品、デリバティブ取引、ストック・オプション等、企業結合等に関する

注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略し

ております。 

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

 
１株当たり純資産額 432円13銭 １株当たり純資産額 455円15銭

 
１株当たり当期純利益金額 7円48銭 １株当たり当期純損失金額（△） △6円86銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有する潜在株式がないため記載し

ておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失が計上されており、また

希薄化効果を有する潜在株式がないため記載しておりま

せん。

前事業年度
（平成21年12月31日）

当事業年度 
（平成22年12月31日）

純資産の部の合計額（千円） 5,879,795 5,459,515

純資産の部の合計額から控除する金額
（千円）

― ―

普通株式に係る期末の純資産額 
（千円）

5,879,795 5,459,515

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数（千株）

13,606 11,995

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当期純利益または当期純損失（△）
（千円）

101,821 △86,511

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益または当期
純損失（△）（千円）

101,821 △86,511

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,608 12,614

(重要な後発事象)

(開示の省略)
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該当事項はありません。 

  

                                     （単位千円）

 
  

 （単位千円） 

５ その他

(1)役員の異動

(2)部門別売上高明細表

        期  別
前事業年度

  （自 平成21年１月１日
   至 平成21年12月31日）

当事業年度
（自 平成22年１月１日
 至 平成22年12月31日）

比較増減
（△印は減少）

部 門 別   金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

     千円 % 千円 % 千円

漢字プリンタ・システム 10,206,940 71.4 8,043,795 66.0 △2,163,144

広告制作プリンタ 1,888,068 13.2 1,845,699 15.2 △42,368

ネットワーク機器及びその他 186,204 1.3 293,572 2.4 107,367

技術サービス等収入 2,009,369 14.1 1,995,744 16.4 △13,625

合計 14,290,583 100.0 12,178,811 100.0 △2,111,771

（2）主要製品の期中受注高及び受注残高

          期  別
前事業年度

（自 平成21年１月１日
    至 平成21年12月31日）

当事業年度
（自 平成22年１月１日
 至 平成22年12月31日）

部 門 別 受 注 高 受 注 残 高 受 注 高 受 注 残 高

     千円 千円 千円 千円

漢字プリンタ・システム 8,923,714 55,790 8,069,559 81,555

広告制作プリンタ 1,852,261 3,052 1,886,840 44,193

ネットワーク機器及びその他 213,528 29,739 270,743 6,910

合計 10,989,504 88,582 10,227,144 132,658
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